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本協議会※は、大規模水害および土砂災害に備え、河川管理者、県、市町等が減災のための目標を共有し、連携・協力してハ
ード対策とソフト対策を一体的・計画的に推進することによって、社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」の継承・再構
築を目的とするものです。 （※奈良県紀の川圏域大規模氾濫に関する減災対策協議会）

H29 H30 R212月 5月 5月

協議会規約（案）を作成、減
災のための目標を共有した。

第1回協議会

氾濫水が河川に沿って流出するため、氾
濫水の流れが速く、家屋流出の被害が甚
大となる恐れがあり、また、幹線道路が浸
水するという氾濫特性を踏まえ、紀の川圏
域では大規模水害に対し、ハード・ソフト対
策を推進して「逃げ遅れゼロ」「被害の最
小化」「防災意識の向上」を目指す。

１．逃げ遅れゼロに向けた避難時間確保
のための取組
２．被害の最小化のための迅速・的確な行
動への備え
３．意識の啓発及び防災教育拡充のため
の取組

〇5年間で達成すべき目標

〇目標達成にむけた取組方針

平成 33 年度まで
に、円滑かつ迅速な
避難、的確な水防
活動等、大規模氾
濫時の減災対策と
して各構成機関が
計画的・一体的に取
り組む事項をとりま
とめた「奈良県紀の
川圏域の減災に係
る取組方針」につい
て説明し、承認され
た。

第2回協議会
緊急行動計画の
改定に基づく規約の
改定(案)、取組方針
の改定(案)ついて承
認された。また、各
機関の令和元年度
の取組を情報共有
した。

第3回協議会

9月R3

吉野土木事務所
および事務局によ
り令和2年度の取
組状況が報告され
た。また、紀の川
ダム統合管理事
務所より事前放流
の概要、「緊急放
流」を用いたダム
の放流に関する通
知等について報告
された。

第4回協議会

R1

１.本協議会の経緯について

5ヶ年間の取組
の見直しを行い、
次の5ヶ年(R4～
R8)の取組方針・取
組項目の改定を行
った。

第5回協議会

2

各機関の令和4年
度時点の進捗状況
を情報共有した。ま
た、奈良県より水防
法改正に基づく「中
小河川における浸
水想定区域図の作
成」、「要配慮者利
用施設における避
難確保計画の作成
」について情報提
供され、気象台より
「防災気象情報の
改善」について報
告された。

第6回協議会

R4 R58月 8月



※「水災害意識社会再構築ビジョン」に基づく奈良県紀の川圏域の減災に係る取組方針

■今後5年間で達成すべき目標

氾濫水が河川に沿って流出するため、氾濫水の流れが速く、家屋流出の被害が甚大となる
恐れがあり、また、幹線道路が浸水するという氾濫特性を踏まえ、紀の川圏域では大規模水
害に対し、ハード・ソフト対策を推進して「逃げ遅れゼロ」「被害の最小化」「防災意識の向上」を
目指す。

■目標達成に向けた取組方針

１．逃げ遅れゼロに向けた避難時間確保のための取組
２．被害の最小化のための迅速・的確な行動への備え
３．意識の啓発及び防災教育拡充のための取組

今年度の幹事会において、R5年度取組状況の確認とフォローアップ調査を行う

１.本協議会の経緯について 3



目 的 令和８年度までの５ヶ年で達成すべき取組項目について、達成状況や今後の予定の把握

調 査 期 間 令和５年１２月～令和６年１月

調 査 様 式 ・様式１：取組の進捗状況の確認（星取表）

・様式２：これまでの取組動向を踏まえた具体的な取組内容および課題・工夫点の把握（市町村のみ）

・様式３：令和５年度の具体的な取組状況

対象機関 全１６機関

≪８市町村≫五條市、宇陀市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、川上村、東吉野村

≪県４機関≫県土マネジメント部、宇陀土木事務所、吉野土木事務所、五條土木事務所

≪国４機関≫奈良地方気象台、和歌山河川国道事務所、紀の川ダム統合管理事務所（近畿地整）、

南近畿土地改良調査管理事務所（近畿農政局）

２.アンケート調査の実施概要

様式２様式１ 様式３

調査結果は
別途資料にて報告

4



■調査目的

２.アンケート調査の実施概要（様式１） 5

令和５年度における各取組項目に対する進捗状況を確認し、そのうち取組が比較的遅
れている（進捗していない）項目を抽出する。

各機関の進捗状況を記入

圏域内の市町村の取組について、令和５年度の進捗状況を整理



■（参考）奈良県紀の川圏域の減災に係る取組方針の補足説明【1/4】

２.アンケート調査の実施概要（様式１） 6

※市町村の取組項目のうち補足説明が必要な項目のみ抜粋



■（参考）奈良県紀の川圏域の減災に係る取組方針の補足説明【2/4】

２.アンケート調査の実施概要（様式１） 7

※市町村の取組項目のうち補足説明が必要な項目のみ抜粋



■（参考）奈良県紀の川圏域の減災に係る取組方針の補足説明【3/4】

２.アンケート調査の実施概要（様式１） 8

※市町村の取組項目のうち補足説明が必要な項目のみ抜粋



■（参考）奈良県紀の川圏域の減災に係る取組方針の補足説明【4/4】

２.アンケート調査の実施概要（様式１） 9

※市町村の取組項目のうち補足説明が必要な項目のみ抜粋



様式２

具体的な取組内容
（取組にあたり活用した
補助金、制度等を含む）

取組を進める上での問題点・課題
工夫した点・課題への対応方法

実施に要した期間

■調査目的
これまでの各機関の取組動向を踏まえ、圏域全体
で比較的進捗の遅れている取組項目に対し、課題
や工夫点・先進事例を把握し情報共有を図る。

①過年度調査結果の分析
②アンケート対象項目の選定

図 奈良県紀の川圏域大規模氾濫に関する減災対策協議会幹事会（令和5年3月）資料

進捗状況や実施に
むけた課題を整理

２.アンケート調査の実施概要（様式２） 10



①過年度のデータ分析および進捗率変化の指標によるグルーピング

 これまでの星取表（様式１）を分析し、進捗率の変化（進捗度・時系列変化）を指標

として４つのグループに区分

②各自治体への調査対象項目の選定 

 グループ３（進捗状況が停滞・低下している項目）、グループ４（多くの自治体で進

捗していない項目）の２つのグループに含む取組項目を抽出

 取り組む自治体が少ない項目や、特徴的な取組を行っている自治体を優先的に、

アンケート調査対象項目として選定

■アンケート調査対象項目の選定手順

11２.アンケート調査の実施概要（様式２）



①過年度のデータ分析および進捗率変化の指標によるグルーピング 

進
捗
率
の
変
化
（
全
自
治
体
で
達
成
さ
れ
て
い
る
場
合
を
除
く
）

上
昇
傾
向

100％

グループ1グループ2

グループ4 グループ3

多くの自治体で
進捗していない項目

進捗率が停滞・低下
している項目

対象自治体の多くで
達成されている項目

進捗率が上昇
している項目

直近の進捗率（達成度）

低
下
傾
向

0％

進捗している自治体からの
情報提供・ノウハウ共有

取り組みは概ね完了
現状の共有のみ

取り組みは順調
現状の共有のみ

進捗している自治体からの
情報提供・ノウハウ共有

アンケート調査対象

12２.アンケート調査の実施概要（様式２）



グループ１：対象自治体の多くで達成されている項目の例 

９．ホットライン構築による県・市町
村の連絡体制強化、住民への情報
提供の確実な実施
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選定基準：最新年度の達成自治体数が
７自治体以上

グループ２：進捗率が上昇している項目の例 
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力団体の募集・指定を促進

選定基準：最新年度の達成自治体数が４～６自治体で、
直近の3年間で達成自治体数が上昇傾向

13２.アンケート調査の実施概要（様式２）



グループ３：進捗状況が停滞・低下している項目の例

グループ４：多くの自治体で進捗していない項目の例
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選定基準：最新年度の達成自治体数が４～６自治体
で、直近の3年間で達成自治体数が停滞・低下傾向
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選定基準：最新年度の達成自治体数が
３自治体以下

アンケート調査対象
14２.アンケート調査の実施概要（様式２）



②各自治体への調査対象項目の選定 

グループ３・グループ４の項目の実施状況を自治体ごとに整理し、星取表を作成

以下の２点を優先的に、項目ごとに対象自治体を抽出

１．その項目に対して、取り組んでいる自治体が少ない

２．昨年度までの具体的な実施状況から、特徴的な取り組みを行っている

各自治体１～２項目になるようアンケート調査対象項目を選定

15２.アンケート調査の実施概要（様式２）


